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需要の高い法律的知識を養う教育を提供することにあ
る。大阪市立大学（以下「本学」という。）大学院法
学研究科法曹養成専攻は、中小企業の多い大阪市域に
設置された唯一の法科大学院として、中小企業が抱え
る様々な法的問題に即応できる法曹の養成を重視し、
「中小企業向けの法律相談」および「中小企業法」の
科目を設けてきた。また、これらが、本学法曹養成専
攻（以下、法曹養成専攻を「法科大学院」という。）
の特色となっている。学生の自己評価書における入学
志望動機を見ると、この特色のために、本学法科大学
院への入学を決めた者もおり、本学法科大学院の大き
な魅力ともなっている。本事業により、中小企業が抱
える様々な法的問題に即応できる法曹の養成を重視
し、「中小企業向け法律相談」および「中小企業法」
の科目を設けてきたという本学法科大学院の特色をい
 1 ．大阪市立大学中小企業支援法律センター
における中小企業支援法律相談事業の意
義
大阪市立大学中小企業支援法律センターにおける中
小企業支援法律相談事業（以下「本事業」という。）は、
2005年に文部科学省法科大学院等専門職大学院形成支
援経費支援事業「中小企業法臨床教育システム」とし
て開始されたものである。その際「大阪市立大学中小
企業支援法律相談センター」を開設して中小企業向け
の無料法律相談を実施するとともに、2007年 2 月に
は「中小企業法」の教科書（高橋眞・村上幸隆編『中
小企業法の理論と実務』（民事法研究会））を出版し、
2011年にはその改訂版を出版した。
本事業の目的は、法律実務教育、および、社会的
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かんなく発揮することができる。
本事業は、本学法科大学院に対する大学評価・学位
授与機構における2013年度の認証評価においても、本
学法科大学院の特筆すべき点として、積極的に評価さ
れている事業である。
筆者は、平成22年から実務家専任教員として、本事
業を担当している。
 2 ．本事業の実施方法
本事業は、大阪駅前第二ビルにおいて、中小企業向
け法律相談を実施しているが、具体的な法律相談担当
は、本学法学部または本学法科大学院出身の弁護士が
行っているⅲ。
 3 ．臨床法教育事業
本事業における法律相談においては、相談者の同意
を得て、学生に相談へ同席させ、単に見学させるだけ
にはとどまらず、担当弁護士及び指導教員の監督の下、
適宜発問させるなど、学生の臨床法教育の機会を提供
している。相談終了後には、相談担当弁護士、指導教
員をも含めて、相談内容、相談方法等についての具体
的かつ実践的な検討会を行っている。
受講生の評価も高く、たとえば、「現実の問題につ
いて、相談者から事実を聞き出すところからスタート
して、即座に頭で事実を整理し、法的解決方法（ある
いは方向性）を示してみせるプロセスを見学でき、と
てもためになりました。」等の声が寄せられているⅳ。
法科大学院では、法曹としての基本的な技能を修得
させる科目を置くことが義務づけられており、近時、
認証評価基準などにおいて、この種の科目の充実が重
視されるようになっている。「中小企業向け法律相談」
は、弁護士による実際の相談に学生が同席する授業で
あり、通常の授業期間に実地の研修ができる唯一の機
会である。法科大学院が将来の法律実務家の育成を主
たる任務とすることに鑑みると、本事業は貴重な機会
である。
 4 ．本事業の効果
本事業を通じて、法律実務教育および社会的需要の
高い法律的知識を養う教育を提供することができる。
これらの教育が必要なことは、上記の通りである。
さらに、社会貢献を図ることができる。中小企業の
多く存在する大阪市において、中小企業をめぐる法的
支援は不可欠であり、本事業では、中小企業向け無料
法律相談を実施してきたが、法律的支援の需要は高く、
以下に詳述する通り、多くの相談が寄せられており、
それらに応えることができている。「国立大学のコッ
ピーではない」ことをめざして設立され、地域におけ
る公立大学としての本学が果たすべき役割として、地
域に対する社会貢献は、重要な要素を占めるものであ
ろう。このことは、次に触れる本学の第二期中期計画
においても関連するところである。
 5 ．本事業がかかえる問題点
本学の第二期中期計画（番号43）、平成25年度年度
計画（番号43－ 2 ）において、「区民セミナーや地域
住民等を対象とした相談事業などの既存事業に加え、
地域拠点としてより身近に市民生活に貢献するため、
災害時における本学の役割強化やボランティア支援な
ど連携を強化する。」とされているところであり、計
画を着実に実現していくには、安定的かつ十分な予算
措置が講じられることが必要である。しかしながら、
予算の制約から、2008年には週 2 回開催から、週 1 回
開催に変更し、さらに昨年度からは、固定的な経費措
置はなくなり研究科長裁量経費を利用することに頼ら
ざるをえなくなり、そのためやむをえず暫定的に隔週
開催としているが、社会貢献の観点からも本事業を継
続する必要性は高い。
ところで、一般論として、法律相談所も他の事業と
同じく、その開催回数の多寡により、社会的認知が高
まるところがある。開催頻度が少ないと、社会的認知
が低く、また、せっかく相談の予約を入れても、現在
の隔週開催の状況では最大 2 週間先の相談実施となっ
てしまうので、相談者のニーズに応じきれないことも
ままある。そのため、相談の申込件数が、減少傾向に
なっている。これは、相談を隔週開催にしたことの影
響が露呈しているものである。そして、相談件数が少
なければ、学生に臨床経験をさせることも少なくなり、
その日によっては、せっかく相談所に学生が赴いても、
実際の相談が無く、やむをえず過去の相談ビデオの検
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討で授業をすますしかないことも生じる。最近では、
毎年、一回は、そのような日がある。平成26年度の授
業にいたっては、10月から12月までの授業の間におい
ても、すでに 2 回、ビデオ素材の検討にせざるをえな
い日があった。熱意をもって受講してくれている学生
に申し訳なく慚愧に堪えない。
このように安定的な予算を欠いていること本事業の
障害となっており、それが本事業の最大の問題点であ
る。
 6 ．データ分析の目的
先に述べたように本事業を開始して10年が経過し
た。総相談件数も相当な数に上った。上記のように予
算の制約から、最近では相談件数が減っているものの、
この間の相談者の相談の傾向を知ることは、大阪市域
における中小企業の抱える法律問題の傾向、また、相
談者の傾向、相談者がどこから本事業を知るに至った
のか、本事業が法臨床教育において果たしている役割
など一定の情報を提供してくれると思われる。そこで、
この間のデータを分析してみることとした。
集計実施期間は、平成17－27年度、すなわち平成17
年 4 月－平成27年 3 月の10年間である。採取したデー
タ項目は、相談日、相談者の性別、年代、住所（区まで）、
企業形態、業種、相談者の役職、従業員数、年商、本
事業の照会を受けた機関、相談所要時間等であり、概
要は、添付資料 1 データH17－26記載の通りであるⅴ。
なお、データは、基本的には、相談にあたって相談
者に記入してもらった回答書に基づくものであり、そ
の内容は相談者の主観に左右される部分があることを
あらかじめお断りしておく。また、中小企業支援法律
相談センターと称しているものの、来られた相談者の
相談内容が、一般事件についてのもののみであって
も、相談者にお引き取り願うという処置はとっていな
いので、離婚等の一般相談も若干混入している。従っ
て、必ずしも、全部が全部中小企業に関わるものでは
ないことにも注意を要する。これについては、特に次
項 7 の記述を参照されたい。
 7 ．データの分析
相談者総数はのべ905名である。以下において、主
なものを概観する。
ア　相談者の性別
相談者の性別では、男性640（71％）、女性265（29％）
となっている。男女共同参画が声高に叫ばれなけれ
ばならない現実がここにも反映されていると言えよ
うか。
イ　年代
20代23人（ 3 ％）、30代119人（13％）、40代196人
（22％）、50代228人（25％）、60代218人（24％）、70
代102人（11％）、80代17人（ 2 ％）となっている。
働き盛りである40代、50代の相談が多いのは当た
り前のことであるが、60代以上の相談が多いことは、
高齢化社会がここにも反映していると言えるのかも
知れない。また、中小企業の高齢化ということが言
われ、後継者難も中小企業論の一つの論点であると
されているが、このデータにもそれが現れていると
言えよう。
ウ　住所
大阪市内510、大阪市を除く大阪府下254、他府県
141であり、圧倒的に大阪府内が多い。大阪府、大
阪市のかかえる中小企業問題に本事業が貢献してい
ると自負できる所以でもありえよう。
エ　企業形態
企業形態を回答した903の内、株式会社364、有
限会社138、合同会社 2 、合名会社 1 、合資会社 1 、
協同組合 9 、NPO法人 3 、宗教法人 1 、自営（個
人営業と思われる。）298であった。
オ　業種
業種を回答した総数は903である。業種は多岐に
わたるが、その内同一業種が50を超えるものは、上
位から不動産120、製造116、サービス109、建設95、
卸売79、小売66の順であった。
カ　従業員数
従業員数を回答した総数は520である。10人未満
のものが406であり、大半を占める。10人以上のも
のは114であり、その内、100人以上のものは11であっ
た。最多は、950名であるが、業種が人材派遣業で
あることに注意を要する（その大半は派遣社員であ
る可能性が高いと思われる。）。
キ　年商
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842である。そのうち、法テラスが106、大阪市役所
49、区役所125、大阪市外の市役所93、商工会議所・
産業創造館53らが、機関としては顕著である他、ラ
ジオ49、インターネット124となっている。インター
ネットが多いのは、ネット社会の表れであると言え
よう。従来、法律相談は、官公庁のような信頼でき
る機関か、信用できる知り合いを通じて、弁護士を
探すのが主流であった。これは、官公庁への信頼関
係ないし個人的な信頼関係を通じて、信頼できる弁
護士を探すというアナログ的な方法から、そういう
信頼関係を前提としないネットでのダイレクトでは
あるが、直接の信頼関係を前提としないつながりへ
の移行を示すものであると思われ、時代は大きく変
わりつつあることが認識される。
 8 ．本事業が法臨床教育において果たす役
割
全相談件数の内、実際に授業として使われたものの
内容は、添付資料 2 のH17－H26クリニック詳細の通
りであるⅵ。相談内容は、売掛金回収、不動産取引、
知的財産権、契約トラブル、不動産取引、官公庁との
トラブル、会社の管理など多岐にわたっており、かつ、
中小企業の典型的な相談内容が取り上げられており、
教材として適当であると思われる。これが、上述の学
生のコメントにも結びついているのであろう。本事業
は高い教育的効果をも上げていると思われる所以であ
る。
 9 ．予算減額に伴う開催件数の減少と相談
件数の減少
上述したとおり、予算の制約から、2008年には
週 2 回開催から、週 1 回開催に変更し、さらに昨年度
からは、固定した予算措置はなくなり、やむをえず研
究科長裁量経費を利用しての暫定的な隔週開催とせざ
るをえなくなったが、そのため、相談の申込件数が、
減少傾向になっている。添付資料 3 の年度別開催数と
件数の推移には、それが如実に現れている。すなわ
ち、週 2 回体制でスタートした平成17年度－平成19年
度 3 年間の年間74件乃至121件に比較して、週一回体
制に移行した最終年度である平成22年度には、週一回
年商を回答した総数は416である。 1 億円未満が
275、その内、5000万円未満が210であった。他方、 1 億
円を超えるものは141、その内、 3 億円を超えるもの
が48、さらにその内 5 億円を超えるものが31あった。
ク　相談内容
相談内容が判明している回答は902である。その
内、相談数が50を超えるものは、不動産取引が207、
売掛金回収が120、契約トラブルが90、金融機関か
らの融資が72、従業員との問題が57、会社の整理が
51であった。売掛金回収から従業員とのトラブルま
では、中小企業の典型的な法律相談として予想され
るところであろう。会社整理に関する相談が多いの
は、平成不況の現状を表していると言えるであろう。
なお、不動産取引の相談数が顕著であるが、これ
は、賃貸借に関する相談が主なものであると思われ
る。また、相談者の役職として、地主を挙げている
者が6、家主を挙げている者が39、それぞれ存在し
ており、これらの賃貸借についての相談は、中小企
業特有のものではない可能性がある。それに限らず、
一般人が借主としての立場で、賃貸借の相談に来ら
れている例もあるので、不動産取引に関する相談に
は、一般相談が相当数含まれていると思われる。ま
た、医療過誤 1 、離婚問題 1 が含まれているが、こ
れらは一般相談の可能性が高いものであると思われ
る。
さて、全般的な傾向としては、上述した従業員数、
年商などと合わせ考え合わせると、相談者は、中小
企業、特に零細企業を中心とするものであることが
うかがえる。私的な経験であり学術的な資料に記載
するにはふさわしくないかもしれないが、筆者の大
阪府下における22年間の弁護士活動の経験からする
と、ほぼ、大阪で弁護士活動をするにあたり、普通
の弁護士が受けるであろう中小企業の典型的な相談
内容を網羅するものであり、また特殊な偏りは見受
けられない。従って、法科大学院生が、中小企業の
支援を目指す弁護士になるための臨床法教育を受け
るにあたり、本事業は適当な教材を提供しているも
のであると思われる。
ケ　本事業の照会を受けた機関
照会を受けた機関が判明しているものの総数は
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体制の影響が現れてきたのか、年間89件に落ち込み、
隔週体制に移行した平成24年度には、一挙に年間64件
まで落ち込み、 3 年後の平成26年度には、年間46件と
いう法律相談所としては惨憺たる相談件数となるに
至った。これは、上述した相談回数の減少による相談
所の社会的認知度の低下がデータ的にも裏付けられた
ものであると言えよう。本事業の持つ、臨床法教育に
おける重要性及び地域の公立大学としての本学の果た
すべき役割の一つである地域社会への貢献に鑑みると
きは、早期に安定的な予算措置が講じられることが切
に望まれる。
注
i 教授、大阪弁護士会所属弁護士（司法修習第45期）。
ii Professor of Law, Bengoshi ［Barrister/Law Attorney］
iii 設置当初は、大阪市北区西天満所在の尼信ビルにて
独立した部屋を賃貸し執り行っていたが、現在は、
大阪駅前第 2 ビル所在の本学文化交流センターの教
室を利用して実施している。
iv 授業アンケートの記載による。
v データの作成および取り纏めにあたっては、全面的
に、大阪市立大学中小企業支援法律センター担当の
江川澄子氏のご尽力を頂いた。
vi 初年度の平成17年度については、授業の開催日と
関連を示す明確なデータが保存されていなかったの
で、不記載とした。
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添付資料 1 ：法律相談統計（H17.4－H27.3）
年代
10代 0
20代 23
30代 119
40代 196
50代 228
60代 218
70代 102
80代 17
不明 0
合計 903
性別
男性 640
女性 265
合計 905
住所
大阪市内 510
大阪府下 254
他府県 141
合計 905
企業形態
株式会社 364
有限会社 138
合同会社 2
合名会社 1
合資会社 2
協同組合 9
NPO法人 3
宗教法人 1
自営 298
空白 1
不明 9
なし 75
903
従業員数
10人未満 406
10人以上 114
内100人以上 11
内200人以上 6
内500人以上 1
回答総数 520
空白 385
年商 単位（百万円）
内5000万円未満 210
1億円未満 275
1億円以上 141
内3億円を超える 48
内5億円を超える 31
内10億円を超える 15
内50億円を超える 4
年商回答総数 416
紹介機関2
大阪市立大学 21
弁護士・弁護士会・裁判所 7
法テラス 106
大阪市役所 49
区役所 125
大阪市以外の市役所 93
大阪市関連 6
大阪府庁関連 8
商工会・産創館 53
図書館 10
消費者センター 6
特許情報センター 5
各種相談機関 18
金融機関 17
くらしの便利帳 37
住まい情報センター 32
ラジオ 49
新聞 15
インターネット 124
チラシ 29
知人 32
その他 0
不明 63
合計 905
業種
建設 95
製造 116
電気・ガス・水道 14
運輸・通信 22
卸売 79
小売 66
飲食 44
金融・保険 4
不動産 120
サービス 109
IT 25
印刷 11
デザイン 12
出版 5
介護 10
医療 10
理美容店 9
組合 6
教育 9
貿易 10
サービス（警備） 5
人材派遣 7
広告 5
宗教法人 1
水産 1
個人 75
不明 33
合計 903
家主・地主
家主 39
地主 6
合計 905
相談内容
事業の開業 24
契約書作成 22
契約トラブル 90
会社の資産運用 1
組合運営 5
従業員との問題 57
商品納入 3
商品納入・仕入 33
消費者からのクレーム 18
金融機関からの融資 72
金融機関とのトラブル 2
外国企業との取引 3
売掛金回収 128
債権回収 4
債権譲渡 2
差押手続等について 2
貸付金回収 1
リース契約 22
不動産取引 207
官公庁とのトラブル 6
出資金回収 1
損害賠償請求 4
横領 5
手形の紛失 1
小切手の紛失 1
特許・商標・著作権 30
役員の退任 26
有限会社の解散 1
会社の整理 51
債務整理 1
会社の後継者問題 2
事業継承 2
事業継承・事業譲渡 7
事業譲渡 1
相続 37
傷害事件 1
恐喝事件 1
医療過誤 1
実印の紛失 1
年金問題 1
離婚問題 1
隣地との紛争 22
金銭の貸借トラブル 1
その他 1
不明 1
未記入 2
合計 905
添付資料１：法律相談統計（H17.4-H27.3)
年代 紹介機関2 相談内容
10代 0 大阪市立大学 21 事業の開業 24
20代 23 弁護士・弁護士会・裁判所 7 契約書作成 22
30代 119 法テラス 106 契約トラブル 90
40代 196 大阪市役所 49 会社の資産運用 1
50代 228 区役所 125 組合運営 5
60代 218 大阪市以外の市役所 93 従業員との問題 57
70代 102 大阪市関連 6 商品納入 3
80代 7 大阪府庁関連 8 商品納入・仕入 33
不明 0 商工会・産創館 53 消費者からのクレーム 18
合計 903 図書館 10 金融機関からの融資 72
消費者センター 6 金融機関とのトラブル 2
性別 特許情報センター 5 外国企業との取引 3
男性 640 各種相談機関 18 売掛金回収 128
女性 265 金融機関 17 債権回収 4
合計 905 くらしの便利帳 37 債権譲渡 2
住まい情報センター 32 差押手続等について 2
住所 ラジオ 49 貸付金回収 1
大阪市内 510 新聞 15 リース契約 22
大阪府下 254 インターネット 124 不動産取引 207
他府県 141 チラシ 29 官公庁とのトラブル 6
合計 905 知人 32 出資金回収 1
その他 0 損害賠償請求 4
企業形態 不明 63 横領 5
株式会社 3 合計 905 手形の紛失 1
有限会社 1 小切手の紛失 1
合同会社 2 業種 特許・商標・著作権 30
合名会社 1 建設 95 役員の退任 26
合資会社 2 製造 116 有限会社の解散 1
協同組合 9 電気・ガス・水道 14 会社の整理 51
NPO法人 3 運輸・通信 22 債務整理 1
宗教法人 1 卸売 79 会社の後継者問題 2
自営 298 小売 66 事業継承 2
空白 1 飲食 44 事業継承・事業譲渡 7
不明 9 金融・保険 4 事業譲渡 1
なし 75 不動産 120 相続 37
903 サービス 109 傷害事件 1
IT 25 恐喝事件 1
従業員数 印刷 11 医療過誤 1
10人未満 406 デザイン 12 実印の紛失 1
10人以上 114 出版 5 年金問題 1
内100人以上 11 介護 10 離婚問題 1
内200人以上 6 医療 10 隣地との紛争 22
内500人以上 1 理美容店 9 金銭の貸借トラブル 1
回答総数 520 組合 6 その他 1
空白 385 教育 9 不明 1
905 貿易 10 未記入 2
サービス（警備） 5 合計 905
年商 単位（百万円） 人材派遣 7
内5000万円未満 210 広告 5
1億円未満 275 宗教法人 1
1億円以上 141 水産 1
内3億円を超える 48 個人 75
内5億円を超える 31 不明 33
内10億円を超える 15 合計 903
内50億円を超える 4
年商回答総数 416 家主・地主
家主 39
地主 6
男性 
71% 
女性 
29% 
0
100
200
300
510 254 
141 大阪市内 
大阪府下 
他府県 
建設 製造 
電気・ガス・水道 運輸・通信 
卸売 小売 
飲食 金融・保険 
不動産 サービス 
IT 印刷 
デザイン 出版 
介護 医療 
理美容店 組合 
教育 貿易 
サービス（警備） 人材派遣 
広告 宗教法人 
水産 個人 
不明 
大阪市役所 区役所 
大阪市以外の市役所 大阪市関連 
大阪府庁関連 商工会・産創館 
図書館 消費者センター 
特許情報センター 各種相談機関 
金融機関 くらしの便利帳 
住まい情報センター ラジオ 
新聞 インターネット 
チラシ 知人 
その他 不明 
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添付資料 2 ：Ｈ18－26クリニック詳細
大阪市立大学院法学研究科法曹養成専攻中小企業向け法律相談　　相談 一覧
平成18年度（2006年10月～ 2007年1月） 　履修者7名
15：00～ 授業時間外 16：00～相談内容1
16：00～
相談内容2 会社組織 業務内容
17：00～
相談内容1
17：00～
相談内容2 会社組織 業務内容
第 1 回 売掛金回収 株式会社 デザイン 隣地との紛争 自営 不動産
第 2 回 不動産取引 賃借・保証金トラブル 自営 サービス
第 3 回 特許・商標・著作権 自営 デザイン
第 4 回
第 5 回 契約トラブル 株式会社 サービス 契約トラブル 有限会社 建設
第 6 回 特許・商標・著作権 自営 サービス 不動産取引
官公庁とのト
ラブル 有限会社 製造
平成19年度（2007年10月～ 2008年1月） 　履修者5名
14：00～ 授業時間外 15：00～相談内容1
15：00～
相談内容2 会社組織 業務内容
16：00～
相談内容1
16：00～
相談内容2 会社組織 業務内容
第 1 回 従業員との問題
退職後の共済
金未払 未回答 未回答
金融機関から
の融資 株式会社 サービス
第 2 回 売掛金回収 株式会社 電気・ガス・水道
第 3 回 従業員との問題 契約書作成 自営 教育 不動産取引 賃借・立退き有限会社 小売
第 4 回 売掛金回収 株式会社 製造 売掛金回収 相続 有限会社 不動産
第 5 回 従業員との問題 自営 小売
第 6 回 特許・商標・著作権 契約書作成 有限会社 IT 不動産取引 賃借・解約 自営 不動産
第 7 回 従業員との問題
外国人在留資
格 有限会社 製造 売掛金回収 自営 建設
平成20年度（2008年10月～ 2009年1月）　履修者6名
14：00～ 授業時間外 15：00～相談内容1
15：00～
相談内容2 会社組織 業務内容
16：00～
相談内容1
16：00～
相談内容2 会社組織 業務内容
第 1 回 契約トラブル なし 個人
第 2 回 従業員との問題 労働審判手続有限会社 介護 不動産取引 自営 建設
第 3 回 事業の開業 自営 卸売
第 4 回 売掛金回収 自営 電気・ガス・水道
第 5 回 商品納入・仕入 有限会社 製造 契約トラブル 株式会社 サービス
第 6 回 売掛金回収 自営 建設 不動産取引 賃借・賃料未払い 株式会社 サービス
第 7 回 売掛金回収 株式会社 製造
平成21年度（2009年10月～ 2010年1月） 　履修者4名
14：00～ 授業時間外 15：00～相談内容1
15：00～
相談内容2 会社組織 業務内容
16：00～
相談内容1
16：00～
相談内容2 会社組織 業務内容
第 1 回 商品納入・仕入 損害賠償請求株式会社 卸売
金融機関から
の融資 有限会社 製造
第 2 回 不動産取引 株式会社 不動産 金融機関からの融資 株式会社 サービス
第 3 回 不動産取引 なし 個人 会社の整理 有限会社 卸売
第 4 回 商品納入・仕入 有限会社 卸売
第 5 回 契約トラブル 株式会社 不動産 契約トラブル 株式会社 サービス
第 6 回 契約トラブル 自営 運輸・通信 金融機関からの融資 株式会社 製造
第 7 回 契約トラブル外国企業との取引 自営 製造 契約トラブル
フランチャイ
ズ契約 自営 飲食
平成22年度（2010年10月～ 2011年1月）　履修者4名
14：00～ 授業時間外 15：00～相談内容1
15：00～
相談内容2 会社組織 業務内容
16：00～
相談内容1
16：00～
相談内容2 会社組織 業務内容
第 1 回 契約トラブル 自営 サービス 不動産取引 賃借・土壌汚染 株式会社 不動産
第 2 回 官公庁とのトラブル 営業権 自営 医療 不動産取引 契約トラブル有限会社 不動産
第 3 回 商品納入・仕入 株式会社 建設
第 4 回 会社の整理 有限会社 金融・保険 不動産取引 賃借・賃料滞納 自営 サービス
第 5 回 会社の整理 株式会社 建設 売掛金回収 株式会社 IT
第 6 回 不動産取引 賃借・家賃交渉 自営 飲食
消費者からの
クレーム 株式会社 建設
第 7 回 相談なし 相談なし
平成23年度（2011年10月～ 2012年1月） 　履修者11名
14：00～ 授業時間外 15：00～相談内容1
15：00～
相談内容2 会社組織 業務内容
16：00～
相談内容1
16：00～
相談内容2 会社組織 業務内容
第 1 回 不動産取引 相続 自営 不動産
第 2 回 会社の整理 株式会社 卸売 売掛金回収 有限会社 サービス
第 3 回 商品納入・仕入 株式会社 製造
第 4 回 金融機関からの融資 連帯保証 自営 医療 相続 自営 建設
第 5 回 会社の整理 有限会社 製造
第 6 回
第 7 回 消費者からのクレーム 価格表記ミス有限会社 卸売
【資料】大阪市立大学中小企業支援法律センターにおける中小企業支援法律相談事業を通じた臨床法教育の実践及び法律相談データの分析
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平成24年度（2012年10月～ 2013年1月）　履修者7名
14：45～
相談内容1
14：45～相
談内容2 会社組織 業務内容
15：30～
相談内容1
15：30～
相談内容2 会社組織 業務内容
16：15～
相談内容1
16：15～
相談内容2 会社組織 業務内容
第 1 回 売掛金回収 株式会社 小売 会社の整理 株式会社 製造 売掛金回収 有限会社 小売
第 2 回 特許・商標・著作権 株式会社 サービス
従業員との問
題 背任行為 株式会社 建設
特許・商標・
著作権 特許侵害 自営 製造
第 3 回 官公庁とのトラブル
工事による損
害 自営 製造
商品納入・仕
入 損害賠償請求株式会社 卸売 不動産取引 賃貸・立退き自営 不動産
第 4 回 不動産取引 賃貸・賃料回収 自営 不動産
第 5 回
第 6 回 不動産取引 賃借・敷金返還請求 株式会社 建設
第 7 回 売掛金回収 支払催促、時効の中断 株式会社 卸売
金融機関から
の融資 自営 未回答
平成25年度（2013年10月～ 2014年1月） 　履修者10名
14：45～
相談内容1
14：45～
相談内容2 会社組織 業務内容
15：30～
相談内容1
15：30～
相談内容2 会社組織 業務内容
16：15～
相談内容1
16：15～
相談内容2 会社組織 業務内容
第 1 回 特許・商標・著作権 商標 なし 個人 相続 株式会社 製造 売掛金回収 自営 建設
第 2 回 不動産取引 賃貸・修繕費請求 自営 不動産
特許・商標・
著作権 著作権侵害 株式会社 製造
第 3 回 特許・商標・著作権 商標出願 自営 医療
特許・商標・
著作権
ソフトウェア
開発 株式会社 IT 相続 有限会社 未回答
第 4 回 事業の開業 なし 個人
第 5 回 不動産取引 賃借・修繕費請求 自営 飲食
第 6 回 従業員との問題
年金の修正申
告 株式会社 デザイン
第 7 回 金融機関からの融資 有限会社 建設
第 8 回 不動産取引 賃借・契約トラブル 株式会社 飲食 不動産取引
賃貸・借地契
約 自営 不動産
平成26年度（2014年10月～ 2015年1月） 　履修者4名
14：45～
相談内容1
14：45～
相談内容2 会社組織 業務内容
15：30～
相談内容1
15：30～
相談内容2 会社組織 業務内容
16：15～
相談内容1
16：15～
相談内容2 会社組織 業務内容
第 1 回 相談なし
第 2 回 隣地との紛争境界線 有限会社 製造 事業の開業 外国企業との取引 株式会社 貿易
第 3 回
第 4 回 差押手続等について 強制執行 株式会社 金融 不動産取引 賃借・立退き自営 デザイン 組合運営 株式会社 運輸・通信
第 5 回 売掛金回収 株式会社 製造 事業の開業 株式会社 広告
第 6 回 不動産取引 賃貸・修繕費請求 自営 不動産 相続 遺産分配 なし 個人
第 7 回 金銭の賃借トラブル なし 個人 不動産取引 ※見学不可 自営 不動産
第 8 回 会社の後継者問題 株式会社 製造 横領 株式会社 製造
添付資料 3 ：年度別開催数と件数の推移
大阪市立大学中小企業支援法律センター　年度別 開催数と件数の推移
開催頻度 年度 年間開催日数
開催コマ数
（3コマ／日）
件数
比率（件数÷
開催コマ数）
1日あたりの
相談件数
週 2 回 平成17年度 92 276 102 36.9 1.1
週 2 回 平成18年度 92 276 74 26.8 0.8
週 2 回 平成19年度 89 267 121 45.3 1.3
週 1 回 平成20年度 48 144 123 85.4 2.5
週 1 回 平成21年度 48 144 128 88.8 2.6
週 1 回 平成22年度 47 141 109 77.3 2.3
週 1 回 平成23年度 46 138 89 64.4 1.9
隔週開催移行後
開催頻度 年度 年間開催日数
開催コマ数
（4コマ／日）
件数
比率（件数÷
開催コマ数）
1日あたりの
相談件数
隔週 平成24年度 24 96 61 63.5 2.5
隔週 平成25年度 24 96 52 54.1 2.1
隔週 平成26年度 24 96 46 47.9 1.9
